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結合生産 と置塩の定理
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基礎 部 門 に導入 され た新技 術 が新 しい均 等利潤 率 を高 め るこ とは良 く知 られ てい

る。 この ヂ置塩 の 定理」 は固定 設備 の存在,新 生 産 物 の登場 など を考慮 に入 れ て拡

張 されて きた。 またRoemer(1979)やMorishima&Catephores(1978)は 生産

技 法 の数 と生産 物 の種 類 が異 なる一般 的 なvonNeumann経 済へ の拡 張 を試 みて

い る。 本稿 は彼 らの議 論 を より一般 的 な仮定 の下 で拡 張 す る。

キー ワー ド 置塩 の 定理,結 合 生産,プ ロダク ト ・イノベ ー シ ョン

1は じ め に

現行価格で測 って有利 な新技術が基礎部門に導入され ると,新 しい均等価格が成立 した
1)

とき,均 等利潤率は必ず増大する。 これは 「置塩の定理」 として知 られている命題である。

この定理についてその後多 くの議論が行われてきた。本稿の 目的は,こ の定理 を多数の財 と

生産 技法 を含 む一般 的 な経済 に拡張 す るこ とであ る。結合生産 を含 む一般 的なvon

Neumann経 済への新技術の導入はMorishimaandCatephores(1978)やRoemer(1979)

によって検討されている。その結果,置 塩の定理はより一般的な経済 においても成立するこ

とが示 されている。すなわち旧均衡価格で測って生産的な(viable)技 法の導入は新 しい均等

利潤率を低下させることはない,そ して一定の条件が満たされる場合 には利潤率が必ず上昇

する。本稿では,新 技法だけでな く,新 商品が登場するようなプロダク ト・イノベーシ ョン

を考慮 しても置塩の定理は成立することを示す。新技術がプロダク ト・イノベーションを伴

う場合の命題の検討はNakataniandHagiwara(1997)で 初めて行われたが,そ こでは結合

生産 も固定設備 も存在 しない単純な経済が想定されていた。本稿はそれをvonNeumann経

済に拡張する。以下では,は じめにこの定理を簡単なケースで紹介 し,こ の定理をめ ぐるそ

の後の経緯を解説する。その後,財 の数 と生産技法の数が異なり,さ らに結合生産 を許す一

般的な経済を想定 して,実 質賃金率の変化,新 しい技法の導入,新 しい生産物の登場が均等

利潤率に及ぼす影響 を順に検討する。
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2置 塩 の 定 理

簡 単 なケ ー ス で定 理 を 示 して お こ う。 経 済 が 生 産 財 を生 産 す る第1部 門 と,消 費 財 を生 産

す る第2部 門 の2部 門 か らな る とす る。 生 産 財 は1期 で 消 耗 す る流 動 財 と して,固 定 設備 を

捨 象 す る。 ま た結 合 生 産 も存 在 しな い とす る。 生 産 財1単 位 の 生 産 に は生 産 財alと 労 働 τ1

の 投 入 が 必 要 で あ り,同 様 に消 費 財1単 位 の生 産 に は生 産 財a2と 労 働 τ2の投 入 が 必 要 で あ

る とす る。 実 質 賃 金 率 をR(一 定),均 衡 価 格Pl,P2と す る と,均 等 利 潤 率 〆 は 次 の 式 で 決

ま る。

Pl=(1+r*)(alPl+Rτlp2)(1)

P2=(1+r*)(α2Pl+Rτ2P2)(2)

こ こ で生 産 財 部 門(消 費 財 部 門 で も議 論 は 変 わ らな い)に,現 行 の均 衡 価 格 で測 って 単 位

費 用 を下 げ る よ うな 新 技 術ai,τiが 開 発 され た と しよ う。す な わ ち新 技 術 は次 の 条 件 を満 た

す 。

alPl+Rτlp2>ai'P1+Rτ1'P2(3)

こ の よ うな新 技 術 は特 別 利 潤 の獲 得 を 目指 す企 業 家 に よ って 導 入 され る。 新 技 術 の導 入 前 後

で 実 質 賃 金 率Rが 一 定 で あ る とす る と,新 た に成 立 す る均 等 利 潤 率 〆,均 衡 価 格P,,P2は

次 の よ う に な る。

図1
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Pl'=(1+〆){a1'Pl'+Rτi'P2')(4)

P2'=(1+r')(a2Pl'+Rτ2P2ρ)(5)

ここで,新 技術導入の前後の均等利潤率に関 して 〆〉〆 が成 り立つ というのが置塩の定理

である。 この命題が成 り立つことは次の ように図を用いて簡単に示すことが出来 る。

両部門の利潤率rl,r2を 相対価格Pl/P2を 横軸に描 くと図1のrl,r2曲 線のようになり,均

等利潤率 〆 は両曲線の交点&で 表 される。さて,条 件(3)を 満たす新技術は旧均衡価格で

特別利潤 を生み出すものであるか ら,利 潤率曲線rlを 上方にシフ トさせ る。第1部 門は新技

術の導入によって特別利潤率 汐 を獲得できるのである。両部門に利潤率格差が生 じ資本 と労

働の移動が生 じるであろう。そ して再び両部門の利潤率が均衡化する定常均衡 且 を想定す

ると,そ こでは第1財 の相対価格 は低下 し,そ れに伴い特別利潤は消滅するが,均 等利潤率

〆 は旧均等利潤率 〆 を上回っている。

3定 理をめ ぐる論争の経緯

この定理を巡 って次のような議論が行われてきた。まず,無 理解 に起因する疑問で多いの

が,新 しい利潤率が上昇するのは,新 生産方法が単位 コス トを低下させ,利 潤率 を高めるも

のであるから,命 題は自明であるというものである。これは誤解である。単位費用 を下げる

ことか ら言えるのは一時的な特別利潤率の獲得であって,均 等利潤率の上昇ではない。均等

利潤率は諸価格の変動 を経た結果であり,そ れが上昇するか否かは自明ではない。この点は,

新技術の採用が仮に非基礎部門で起 これば,均 等利潤率は旧水準に戻 り,上 昇 しないことか
2》

らも知られる。

次に,こ の命題がマルクスの利潤率の傾向的低下法則に対 して持つ意味が注目された。周

知の ようにマルクスは 『資本論』第3巻 第15章 において資本制経済の長期法則 として利潤率

が長期的に低下することを主張 した。その根拠は次のようである。(イ)資 本制経済において

は,労 働生産性を高める新技術の導入が企業への外的強制 として作用す る。(ロ)労 働生産性

を高める新技術は資本の有機的構成 を上昇させ る。(ハ)資 本の有機的構成が十分に上昇す る

と,利 潤率は必ず低下する。マルクスによる以上の推論のうち,(イ)に 異存はない。市場経

済では企業は互いに競争状態におかれ,諸 企業は新技術の導入によるコス トダウンによって

競争に勝ち抜こうとする。(ハ)は 「有機的構成が十分に上昇すると」 とい う仮定が成 り立て
3}

ば,正 しい。問題は(ロ)が 正 しいか どうかである。置塩の定理は(ロ)の 推論に関わる。(1)

企業が現行価格で測ってコス トを下げる技術 を導入 し,(2)新 技術を導入する前後で実質賃

金率が一定であり,(3)競 争の結果,均 等利潤率を成立 させ る生産価格が成立する,と いう

3つ のzfが 成 り立つ限 り,新 技術の導入はそれが有機的構成を高めるか否かに関わりな く利

潤率を上昇 させ るというのが置塩の定理である。従 って,も しマルクスの主張が正 しいとす
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れば,(1)か ら(3)の いずれかを否定す る論拠が必要になる。この意味で,マ ルクスのロジ

ックに再考 を迫った点に置塩の定理が注 目される理由がある。

しかし,置 塩の定理がマルクスの主張を否定 したわけではない点に注意する必要がある。

それは定理が上述の3つ の グの上に成 り立つことから明らかである。企業が新技術の採用を

決意するのは,い つ も現行価格で測ってコス トを引 き下げるか らではない。例えば将来の価

格や実質賃金率の予想変化に照 らして新技術の採用を決断するか も知れない。 また,よ り重

要なことは,新 技術の採用前後では実質賃金率は変動するであろう。そ して競争プ ロセスは
の経済 に撹乱をもたらし

,均 等利潤率を実現す ると言えない可能性が高い。従って,置 塩の定

理 を巡ってその後経済学の広い範囲を巻 き込んで議論が展開されてきたのは当然である。マ

ルクスの命題 との関係で言 うと,議 論は未だ決着 していないのである。

その後,こ の定理はさまざまな方向に拡張 されてきたが,そ の論点 を整理す ると次のよう

になる。

(1)新 技術の導入以前 と以後で実質賃金率が仮定されているが,技 術導入は実質賃金率

に影響することを考慮すること。

(2)新 技術が単位費用を低下させるプロセス ・イノベーションが考えられてきたが,技

術進歩がまったく新 しい生産物 を登場させるプ ロダク ト・イノベーシ ョンの形を取 る場合 は

どうか。

(3)固 定設備の存在 を考慮 した場合に命題は成立す るのかどうか。

(4)結 合生産の存在 を考慮 した場合に命題は成立す るのかどうか。

(1)はRoemer(1981),Foley(1986)等 によって行われ,分 配率一定,搾 取率一定等の代

替的な仮定の下で検討がおこなわれている。新技術導入の前後で実質賃金率の一定に換 えて

分配率が一定,あ るいは搾取率が一定とすると,結 論 として命題 は必ず しも成立せず,均 等

利 潤率 は下落す る場 合 もあ りうるこ とが 明 らかに されてい る。(2)はNakataniand

Hagiwara(1997)で 行われ,新 技術がプロダク ト・イノベーシ ョンである場合にも一定の想

定の下で成立することがレオンチェフ型の単純な経済で明 らかにされた。(3)の 固定設備 を

考慮 した場合はNakatani(1978),Roemer(1979)で 行われ,こ れ も定理の成立が論証 され

ている。最後に,(4)の 一般的な結合生産については,MorishimaandCatephores(1978)

第4章,Roemer(1979)が プロセス・イノベーションの場合で行 っている。前者では収益的

な技法の導入は実質賃金率一定の下では利潤率が上昇すること,そ して搾取率一定の下では

利潤率が低下す る場合があることを示 している。Roemer(1979)は この問題 に関す る最 も詳

しい分析である。 しか しいずれ も新技法の登場,し たがってプロセス ・イノベーションに限

定されている。 また,新 技法の条件が,任 意の旧均衡価格で測って高い利潤率 をもたらすこ

ととされている。 しか し,資 本家の新技法採用条件は任意の均衡価格で特別利潤 を生むこと



結 合 生 産 と置 塩 の 定 理 25

ではな く,そ の時に成立 しているある均衡価格で測 って高い利潤率を実現することで十分で

ある。そこで,本 稿では,(1)プ ロセス ・イノペーションではなくプ ロダク ト・イノベーシ

ョンを考慮 に入れても主張が成 り立つこと,(2)新 技法がある均衡価格で測って高い利潤率

を生む場合であると緩めた場合に,新 技法の導入が均等利潤率を上昇 させ るか,あ るいは旧

水準にとどまることを明らかにする。さらに(3)新 技法が新 しい均衡価格の下で も旧技法に

比 して有利性 を保持することを明らかにする。

4VonNeumann経 済 に お け る均 等 利 潤 率,価 格 の 決 定

一 般 的 な 結 合 生 産 を扱 う た め に ,技 法 の 数 をua財 の 数 をnと して,産 出 行 列 をB:(ua

n),投 入行 列 をA:(uan),労 働 投 入 係 数 ベ ク トル を τ:(ua1),実 質 賃 金 率 ベ ク トル を

R:(za1)と す る。 さ ら に次 の 仮 定 を置 く。

(A1)す べ て の ノに対 して が ≧0

(A2)す べ てのiに 対 して τi>0

(A3)R≧0

こ こ で上 付 きの添 え 字 を用 い たaiで 行 列Aの 第i列 を,下 付 の 添 え 字 を用 い たaiで 行 列

Aの 第i行 を表 す 。(A1)は どの よ うな 財 もい ず れ か の ア ク テ ィ ビテ ィー に よ って 生 産 され る

こ と,(A2)は す べ て の ア ク テ ィ ビ テ ィー が正 の 労 働 投 入 を必 要 とす る こ と,(A3)は 実 質 賃金

率 が 非 負 で あ り,少 な く と も一 つ の 財 に つ い て 正 とな る こ とを意 味 して い る。(A2)と(A3)か

ら,ど の よ うな技 法 も少 な く と も一 っ の 財 を投 入 しな け れ ば な ら な い こ とが 分 か る。

次 の 問題 を考 え る。rが 最 小 とな る半 正 の均 衡 価 格 ベ ク トルp:(n,1)を 求 め る。

minrs.t,BP≦(1+r)但+TR')PP≧0(6)

仮 定(A1)か ら(A3)の 下 で は,1+r>0と な るp≧0が 存 在 す る。 この 解 を均 等 利 潤 率re,

均 衡 価 格poと 呼 ぶ 。 す な わ ち

Bpo≦(1+rO)(A+Tl～t}po(7)

これ を存 在 定 理(DavidGale(1960),定 理9.8,翻 訳p.297)と 言 う。

注 意1:存 在 定 理 は均 衡 価 格poがuniqueで あ る こ とを保 証 す るわ け で は な い。た と えば2

商 品 が 存 在 し,労 働 者 の 賃 金 バ ス ケ ッ トはR=(0.1,0.1)で あ る とす る。初 期 に存 在 す る技

術 は技 法1(bl=(1,0.5),al=(0.7,0.3),τ1=1)の み で あ る とす る。 どの よ う な相 対 価 格

(P2/p1)に 対 して も利 潤 率 は0.25で あ る。

・1-(bnPi+b12P2
all+τ1Rl)ρ1+(a12+τ11～2)、 、-1-(、,.1.。1/eregi?i,p,i,+.o,gx.,p.2,。。1),、-1

。1×Pl+O・5×P・.1.O.25

0.8×Pl十 〇.4×p2
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したが っ て,均 衡 利 潤 率 を もた らす 相 対 価 格 はp2/Pl∈[0,。 ・]の範 囲 で あ る。

注 意2:財 の 数nと 技 法 の 数mは 任 意 で あ る。 均 衡 で(7)を 等 号 で 成 り立 たせ る技 法 の 数

(以 下,有 効 な技 法 と呼 ぷ)を 規'と す る と,π と 〃〆 の 大 小 も一 般 に は不 定 で あ る。

注 意3(vonNeumann):線 型 計 画 の 双 対 問題 と類 似 の 性 質 が 知 られ て い る。(6)に 対 応 す

る次 の 問 題 を考 え る。

maxgs.t,x'B≧(1+9)x'(A+だ ～')x≧(6)'

(A1)か ら(A3)の 仮 定 の 下 で 解gyが 存 在 し,も し既 約 で あ れ ば 〆=80と な る。 ま た,均 衡 で

(6)が 不 等 号 で 成 立 す る技 法iに 対 してXi=0,均 衡 で(6)'が 不 等 号 で成 立 す る財 ブに対 し

てPi=oと な るslack条 件 が 成 り立 つ。 しか し以上 の 条 件 だ け で は均 衡 成 長 率,従 っ て均 等

利 潤 率 が 正 で あ る保 証 は な く,縮 小 均 衡 で あ るか も しれ な い 。Morishima(1974)は こ の均 等

利 潤 率 が 正 とな る条 件 が 搾 取 の 存 在 で あ るこ と を証 明 した。

5実 質賃金率の増大

実 質 賃 金 率 がRか らRに 変 化 した と しよ う。Rはn次 元 ベ ク トル で あ る。実 質 賃 金 率 の増

大 を次 の よ うに 定 義 しよ う'。

R'po<頁'ρo(8)

す な わ ち新 しい 実 質 賃 金 率 の バ ス ケ ッ ト π が 旧価 格 が の 下 で は購 入 で き な い合 成 財 で あ る

場 合,実 質 賃 金 率 の 上 昇 と言 う。 こ れ は賃 金 財 バ ス ケ ッ トの あ る要 素 が 減 少 す る こ と を排 除

しな い 。 こ の新 しい 実 質 賃 金 率Rの 下 で 次 の 問 題 を考 え る。

minrs.t.BP≦(1+r)(A+証 ～')PP≧0(9)

こ の 解 を均 衡 価 格 ガ,均 等 利 潤 率 を アと書 くと

B-r;s(1+7)(A+τR')う(10)

定 理1旧 均 衡 価 格 で 評 価 して(8)式 を満 たす よ う な 実 質 賃 金 率 ベ ク トルRか らRへ の 変

化 は,均 等 利 潤 率 を低 下 させ る

ア<rO(11)

証 明 逆 を仮 定 す る。 す な わ ち

i≧rO(12)

そ の と き(7)(8)よ り

Bpo≦(1+rO)(A+TR')po<(1+rO)(A+糎')po(13)

(12)を 用 い る と

Bpo<(1+アX∠4+TR-')po(14)

こ れ は(9)に お い て アが 任 意 の 半 正 価 格 ベ ク トル の 下 でrの 最 小 値 を 与 え る とい う想 定 に矛

盾 す る。 した が っ て(11)が 成 立 す る。 口
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6プ ロセ ス ・イ ノベ ー シ ョ ン と利 潤 率

い ま,第m+1技 法(bm+1,am+1,Tm+1)が 新 た に発 明 され た とす る。 た だ し,仮 定(A2)

を満 たす よ う にTm+1>0で あ る。B,A,τ の 第m+1行 お よび 要 素 にbm+1,am+1,τm+1を

付 加 した行 列 お よ びベ ク トル をB,A,iと 表 す 。 す な わ ち

B24τ

B=A=i=(15)
bm.1am、1τm.1

第m+1技 法 は(7)を 満 た す 任 意 の(any)価 格 ベ ク トルpo≧0で 評 価 した と きに,〆 を

上 回 る利 潤 率 を も た らす と仮 定 す る。 したが っ て,(7)を 満 た す 任 意 の(any)価 格po≧0に

対 して

勘o≦(1+70Xλ+■T～')po(16)

は成 り立 た な い 。 次 に,互,Rず につ い て最 小 のrを 半 正 価 格 ベ ク トル の 下 で求 め る。

minrs.t,BP≦(1+r)(A+冒 ～')pp≧0(17)

仮 定(A1)か ら(A3)よ り,均 等 利 潤 率,均 衡 価 格 が存 在 す る。 こ の 解 を 君 力 と書 くと

βが≦(1+7X五+il～'))層(18)

定 理2旧 利 潤 率 を もた らす任 意 の 旧均 衡 価 格 で測 って よ り高 い 利 潤 率 を生 み 出 す 新 技 法 が

導 入 さ れ た 時,新 しい均 等 利 潤 率 は必 ず上 昇 す る。

証 明(Morishimaand(latOPhores(197S))証 明す べ き命題 は

7>rO(19)

で あ る。 い ま,ア ≦,・oを仮 定 す る。(18)よ り

莇 ≦(1+γox互+釈')う(20)

これ は(16)が 成 立 しな い と した前 提 に矛 盾 す る。 従 っ て(19)で あ る。 口

こ の 命 題 に つ い て二 つ の こ とを述 べ て お く。 まず,新 技 法 の 導 入 に よっ て,旧 均 衡 と新 均

衡 で は(18)を 等 式 で 成 り立 たせ る有 効 な 技 法 に どの よ うな変 化 が 生 じ るだ ろ うか 。 ま ず 明 ら

か な こ とは,第m+1技 法 に つ い て は(18)は 必 ず 等 号 で 成 立 す る こ とで あ る。 これ は 直 ち に

分 か る。 な ぜ な ら,も し新 技 法 につ い て(18)の 不 等 式 が 厳 密 な不 等 号 で 成 り立 つ とす る。 そ

の と き,(17)の 解 が7,Pで あ る こ と は,m個 の 旧 技 法 に 関 して(7)の 解 がf,ガ で あ る こ とを

意 味 す るが,こ れ は 〆,peが(7)の 解 で あ る と した こ とに矛 盾 す るか らで あ る。

次 に,上 述 の 森 嶋 の定 理2で は新 しい技 法 が任 意 の 旧均 衡 価 格po≧0で 評 価 した と きに,

メ を上 回 る利 潤 率 を もた らす と仮 定 した 。 しか し,資 本 家 の 新 技 術 導 入 は そ の と き に成 立 し

て い る均 衡 価 格 で評 価 して 特 別 利 潤 を与 え る もの で あ れ ば十 分 で あ り,複 数 あ る い は無 数 に

存 在 す るす べ て の 均 衡 価 格 に関 して特 別 利 潤 を生 み 出 す 必 要 は な い。 つ ま り森 嶋 の 定理2が

想 定 す る新 技 術 導 入 基 準 は 強 す ぎ るの で あ る。 こ の 点 を緩 め て,旧 均 衡 で 成 立 して い るあ る
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価格 で測 っ て特 別 利 潤 を生 み 出 す 技 術 で あ れ ば 資 本 家 は これ を導 入 す る と想 定 した場 合 に 命

題 が ど うな るか を明 らか に す る必 要 が あ る。 これ につ い て 次 の 定 理 が 成 り立 つ 。

定 理3旧 利 潤 率 を もた らす あ る旧 均 衡 価 格 で 測 っ て よ り高 い利 潤 率 を生 み 出す 新 技 法 が 導

入 され た時,新 しい均 等 利 潤 率 は低 下 す る こ と は な い。

証 明 あ る均 衡 価 格poo≧0で 評 価 して新 技 法 が 利 潤 率 を 高 め る こ とは

bm.IPoo>(1+r。)(am.1poo+・m.1R'poo)(21)

た だ しpooは(7)を 満 た す ひ とつ の 解 で あ る。証 明 す べ き命題 は7≧ 〆 で あ る。7は 問題(17)

の解 で あ る。 い ま逆 を仮 定 して ア<〆 とす る。(18)のm個 の 技 法 に つ いて

Bpff≦(1+ヲXゑ+τR')う(22)

が 成 り立 つ 。 従 っ て

BP-<(1+rO)《A+τR')う(23)

こ れ はroが 問題(6)の 解 で あ る こ とに 矛 盾 す る。 従 って,ア ≧2・oであ る。 口

新 技 法 の 選 択 条 件 が,任 意 の 旧均 衡 価 格 に つ いて 特 別 利 潤 を生 む 場 合 は,新 しい均 等 利 潤

率 は 必 ず上 昇 す る が,あ る 旧均 衡 価 格 に対 して特 別 利 潤 を生 む 場 合 は,新 しい均 等 利 潤 率 は

低 下 す る こ とは な い が,旧 均 衡 と同 じで あ りう る。 こ れ を数 例 で 示 して お こ う。

注 意1で 示 した数 値 例(技 法1の み の 場 合)に 加 え て,今,新 技 術 と して,技 法2(b2=

(1,1),a2=(0.5,L5),η=1)が 出 現 した と しよ う。 技 法2の 利 潤 率 は

1×Pl+1×P21×P1+1×P2
「・=(・

,5・1・ ・.1)P1+(1。5・1・ ・.1)P、-1=・.6・P1+1.6・P、-1

と な る。技 法2は,相 対 価 格 が1財 に有 利 な と き(p2/Pi<O.25),技 法1よ り高 い利 潤 率 を,

2財 に有 利 な とき(P2/Pi>0.25),技 法1よ り低 い利 潤 率 を もた らす 。相 対 価 格 が1財 に有 利

な と き,個 別 資 本 家 の 観 点 か らは利 潤 率 を高 め るの で,技 法2が 導 入 さ れ る。 しか し,相 対

価 格 が2財 に 有利 な方 向へ 動 くこ とに よ り,技 法1の 優 位 性 は 失 わ れ,も との 利 潤 率0.25に

戻 る。 相 対 価 格 が0.25(図 のE2)で あ る と き,技 法1と 技 法2は 同 じ利 潤 率(0,25)を 享 受

す る。 相 対 価 格 が0.25よ り高 くな る と技 法2の み が 選 択 され る。 した が っ て,技 法2が 加 わ

るこ と に よ り,均 衡 利 潤 率 は 一 定 に と ど ま る が,相 対 価 格 はp2/Pl∈ 【0.25,。。】の範 囲 とな る。

さ ら に,新 技 術 と して,技 法3(b3=(1,3),a3=(0 .8,0.5),τ3=1)が 出 現 した と し よ う。

技 法3の 利 潤 率 は

1×Pl+3×P21×P1+3×P2
「・=(・

.8・1・ ・.1)Pl+(・.5・1・ ・.1)P、-1=・.9・Pl+・ .6・P、-1

と な る 。技 法3は,技 法1,2か ら な る 均 衡 利1閏 率 を も た ら す す べ て の 価 格P2/Pi∈[0.25,。 。】

で 測 っ て,よ り高 い 利 潤 率 を も た ら す の で,導 入 さ れ る 。 そ の 結 果,技 法2,3か ら な る 新

し い 均 衡(E3)に 到 達 す る。
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な お,技 法2が 存 在 せ ず,技 法1,3の み の 場 合 は,利 潤 率0.25,相 対 価 格 は一 定値 以 下

の範 囲P2/Pi∈ 【0,0.056】で あ る(ESの 左 側 〉。

図2

r

0,408

0、25

0

E2,1

0.056 0,124

,!
技法3

0,25 P2/Pl

定 理4新 技 法 は 旧価 格 で 評 価 した と き,新 しい均 等 利 潤 率 よ り収 益 的 で は な い。

証 明 い ま逆 を仮 定 して,新 技 法 が 旧 価 格 で評 価 して収 益 的 だ とす る。 す な わ ち

bm+lpo>(1+7)(am+1+τm+II～')po(24)

(7)お よ び(19)よ り

Bpo<(1+7)(A+TR')po(25)

が 成 り立 つ が,(24)(25)よ り

BP≦(1+7》(A+TI～')p(26)

とな る半 正 価 格 ペ ク トルp≧0は 存 在 しな い 。これ は(18)の 事 実 に矛 盾 す る。 したが っ て,定

理 が 成 り立 つ 。 口

注 意4:も しモ デ ル が 可 約 で あ れ ば,〆=min(r6)。 した が っ て,第m+1技 法 が 既 約 な 財 集

合 を構 成 しな い場 合 に は,利 潤 率 は上 昇 しな い。 第m+1技 法 の 発 明 に よ っ て既 約 な 財 集 合

が 変 化 す る可 能性 が 生 じ る点 に注 意 。
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7プ ロダ ク ト ・イ ノ ベ ー シ ョン と利 潤 率

7.1生 産 財 の 場 合

新 商 品 第n+1財 が 旧 商 品 か ら開 発 され,そ の財 が 旧商 品 を生 産 す る中 間 投 入 財 と して投

入 され る場 合 を考 え る。 新 商 品 の登 場 に伴 い,ア ク テ ィ ビテ ィ ー は少 な くと も新 た に2つ が

必 要 に な る。 新 商 品 を生 み 出 す ア クテ ィビ テ ィー と新 商 品 を需 要 す るア ク テ ィビ テ ィー で あ

る。 第m+1ア ク テ ィ ビテ ィ ー は 旧商 品 を投 入 して新 商 品 を生 産 す る技 法 で あ り,第m+2

ア ク テ ィビ テ ィー は 新 商 品 を投 入 して 旧商 品(生 産 財 あ る い は 消 費財)を 生 産 す る 技 法 で

あ る と して,(bm+1,am+1,τm+1)(bm+2,am+2,Tm+2)と 表 す 。 こ こでbm+1,am+1,bm+2,

am+2はn+1次 元 ベ ク トル で あ る。 こ れ らの 技 法 が新 しい財 の 価 格 がPn+1の と き旧 価 格po

で 評 価 して収 益 的 で あ る こ とは,次 の よ うに表 現 で き る。

bm.,P♀ ≧(1+rO)(am.1+τm.IR.')P♀(27)

bm+2ρ ♀≧(1+rO)(am÷2+τm+2」 ～+「)ρ♀(28)

た だ し

・2-/:
.,・ ・一(1(29)

でpoは(7)を 満 たす 任 意 の 半 正 価 格 ベ ク トル で あ る。 さ て,第n+1財 を 加 え た 投 入 ・産 出

行 列 と価 格 を

B+=(BO)A+=(AO)(30)

と定 義 す る と,新 商 品 は 消 費 され な い の で(7)は 次 の よ う に書 け る。

B.ρ?≦(1+rO)(A.+TR.')ρ2(31)

新 た に第m+1,m+2技 法 を加 え た 投 入 ・産 出行 列B++,A++を 次 の よ う に定 義 す る。

BOAOτ

B++=bm.1A.+=am,1τ++=τm.1(32)

bm.2am.2τm.2

この 拡 大 さ れ た 新 技 術 体 系 の 均 等 利 潤 率,均 衡 価 格 は 次 の 最 小 化 問 題 の解 で あ る。

minrs.t,B..P.≦(1+r)(A+++τ++R.')P.P.≧0(33)

た だ し ρ+は 任 意 の η次 元 半 正 価 格 ベ ク トル で あ る。 この 問題 の 解 を ア++,か と書 くと

B++pM+≦(1+F++)(A+++τ+.R+t)」+(34)

定 理5

テ「++>rO(35)

証 明

F.+≦rO(36)
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を仮 定 す る。(27)(25)(31)か ら半 正 価 格 ベ ク トル に対 して

B+.p♀ ≦(1+rO)(A+++τ++1～+')ρg(37)

を満 たす 解 は 存在 しな い 。 この こ とは(34)(36)か ら

β++5.≦(1+rO)(A+++τ.」 ～.')ラ+

と な る半 正 価 格 ベ ク トル が 存 在 す る こ とに矛 盾 す る。 従 っ て,(35)が 成 り立 つ 。 口

7,2消 費財の場合

新商品が労働者の消費バスケッ トの一部 を構成するプ ロダク ト・イノベーションの場合 を

考 えよう。新商品を生産するアクティビテ ィー を第m+1技 法 として第n+1商 品が新 しく

労働者によって購入される新商品であるとする。生産財の場合 には導入条件 として旧利潤率

を上回る利潤率の実現が必要であったが,消 費財の場合はどう考えればよいか。旧均衡価格

の下で新商品が登場す ると,労 働者は同一の名 目賃金率の下で消費バスケ ットの一部を削減

して新商品の購入にまわす。新商品がこのような商品であれば,一 般的に新商品の登場は均

等利潤率を上昇 させるであろうか。

旧実質賃金率をR,新 実質賃金率を1～+と する。ただ し

瓦一慌
.1(38)

新 商 品 の価 格 をp。+1,旧 均 衡 価 格 をpeと して,新 商 品 が 労 働 者 に よ っ て購 入 され る こ とは 次

の よ うに 書 け る。

1～～po=R-'po+π π+IPn+1(39)

す なわ ち

1～+'1)?=π+な)?(40)

また,新 商 品 の供 給 条 件(27)が 成 り立 つ 。

ハ ハ

(32)か ら第m+2行 を除 い たm+1行n+1列 の 行 列,ベ ク トル をEA,fと 書 き,次

の よ う な新 しい 消 費 財 の 開 発後 の最 小 問 題 を考 え る。

minrs.t.BP+≦(1+プ)但+iR+')p+p+≧0(41)

均 等 利 潤 率,均 衡 価 格 を7+,P+と す る と

∠}万+≦(1+F+)(A+iR-÷')づ+(42)

定 理6

F+>rO(43)

証 明 逆 を仮 定 す る。

7+≦rO(44)

(42)(44)か ら
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莇.≦(1+rO)(A+iR-.')万+

と な る。 他 方 で,(7)(40)お よび は新 商 品 の 供 給 条 件(27)か ら

動?≦(1+rO)(A+{癒.')ρ?

は 成 立 しな い 。 これ は矛 盾 で あ る。 した が っ て,(43)が 成 り立 つ 。 口

8終 わ り に

(45)

置塩の定理は新技術の採用が均等利潤率に対 してプラスの効果を持つことを主張する命題

である。一般的なvonNeumann経 済では単純なレオンチェフ型経済 と異なり,均 衡価格は

uniqueで はな くなる。この問題 を扱ったMorishimaandCatephores(1978)Roemer(1979)

は,新 技法が任意の均衡価格で測 ってviableで あると定義 したが,そ の時に成立 している旧

均衡価格で測って有利であれぱ資本家の新技法採用条件 としては十分である。 また,プ ロセ

ス ・イノベーションだけでなく新技術がプロダク ト・イノベーシ ョンをもたらす場合につい

て命題 を検討する必要がある。本稿 ではこの検討を行 い,置 塩の定理はより一般的なvon

Neumann経 済において も成立す る,き わめてrobustな 命題であることが明らかになった。

ただ し,今 後の課題 として第3節 で述べた三つの グに関 してより詳細な検討を行 うことが必

要である。

注

1)こ れ はOkishio(1961)で は じめ て提 出 され た。

2)基 礎 部 門 とい うの は消 費財 の生産 に直接 あ るいは間接 に必要 な財 を生 産 す る部 門 で ある。 ス ラ

ッフ ァの定 義 とは異 な る。

3)こ の論証 はOkishio(1972)を 参照 。

4>置 塩(2004)『 経 済 学 と現代 の諸 問題』,大 月書店,の 第4章 には この問題 につ い ての置塩 自身

の 見解 が ま とめ られ て い る。
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